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令和７年度四街道市内部統制評価報告書審査意見について 

 

 地方自治法第１５０条第５項の規定により、令和８年５月２９日付け 

人第４３号をもって審査に付された令和７年度四街道市内部統制評価報告書に

ついて審査したので、その結果及び意見を次のとおり提出します。 
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令和７年度四街道市内部統制評価報告書審査意見 

 

 四街道市監査基準に準拠して、次のとおり提出する。 

 

第１ 審査の対象 

   令和７年度四街道市内部統制評価報告書（以下「評価報告書」という。） 

 

第２ 実施場所 

   行政委員会室 

 

第３ 審査の期間 

   令和８年５月２９日から同年７月２７日まで 

 

第４ 審査の着眼点 

   主な着眼点を次のとおり設定した。 

 １ 市長による評価が評価手続に沿って適切に実施されたか 

 ２ 内部統制の不備について重大な不備に当たるかどうかの判断が適切に 

行われているか 

 

第５ 審査の主な実施内容 

   審査は、四街道市監査基準に基づき実施した。 

   なお、審査に付された評価報告書のほか、内部統制の整備・運用状況及び

評価に係る資料について、必要に応じて関係部局に説明を求めるとともに、

監査委員が行うこととされている監査、検査、審査その他の行為によって得

られた知見を活用し、審査を行った。 

 

第６ 審査の結果 

   上記のとおり審査した限りにおいて、評価手続及び評価結果に係る記載の

相当性については次のとおりであった。 

 １ 市長による内部統制の評価の内容 

 （１）評価手続 

   評価対象期間  令和７年度 

   評価基準日  令和８年３月３１日 

   評価対象事務  財務に関する事務 

   評 価 方 法  「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイ

ドライン」（平成３１年３月総務省公表。以下「ガイドラ

イン」という。）に準拠して実施 

 

 （２）評価結果 

   評価基準日において有効に整備及び評価対象期間中において有効に運用さ

れている。 
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 ２ 評価手続に係る記載の相当性 

   内部統制対象事務について網羅的に評価されているか、評価項目に対応す

る内部統制の整備状況及び運用状況が適切に把握されているか、評価が形骸

化していないか、といった点に着眼し、評価対象期間、評価基準日、評価対

象事務及び評価方法について、評価報告書に適切な内容が記されているか、

及び記された内容をもとに適切に評価を実施したかを検討した。評価方法に

ついては、内部統制の不備の有無の把握、有効性の判断、重大な不備に当た

るか否かの判断が適切に行われるものとなっているか確認した。 

   その結果、評価手続きに係る記載は相当であると認められた。 

 

 ３ 評価結果に係る記載の相当性 

   評価の過程において把握した不備が重大な不備に当たるか否かが適切に判

断されているかに着眼し、内部統制が有効に整備・運用されていたかについ

て検討した。 

   その結果、評価結果に係る記載は相当であると認められた。 

 

第７ 審査意見 

   令和７年度の内部統制評価報告書において、運用上の不備の件数は全庁的

に管理すべきリスクの新たな発現により、昨年度と比較して大幅な増加が認

められた。 

   今後も常に検証・見直しを行いながら、日常的かつ継続的な取組として発

展させていく必要があるため、以下の点について特に留意されたい。 

１ 評価項目や運用方法等の見直しを行い、再発防止に努められたい。 

２ 各課等において日常的にリスク対応策の実施状況等の監視、評価及び是

正を行うとともに、推進部局を含めたモニタリング体制の強化を図られた

い。 

３ 制度導入から一定期間が経過したことから、不足している人員の確保に

努めるとともに、職員の負担軽減及び業務の効率化を図るため、ＡＩ技術

の活用等について積極的に検討されたい。また、運用上の不備の件数が減

少していない状況を踏まえ、内部統制制度の実効性の向上に向けて制度運

用の改善を図り、その成果を財務に関する事務以外への早期導入につなげ

られたい。 

４ 各部局が把握したリスクについて、統一的な判断基準のもと的確にリス

ク発現一覧へ反映されるよう、効果的な周知に努められたい。あわせて、

リスク発現一覧の記載内容を基に監査委員が評価の相当性を十分に検証

できるよう、記載内容の充実に努められたい。 

５ 全庁的な内部統制の取り組みとして、制度の更なる周知のため、内部統

制に係る研修について引き続き実施されたい。 

また、現在、推進部局の担当者が限られていることから、事務量の増加へ

の対応や継続的な制度運用に支障をきたすことがないよう、担当職員の拡

充等による体制整備に努められたい。 
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第８ 最後に 

内部統制が適切に整備・運用されるためには、市長・副市長をはじめ職員

一人ひとりが制度の内容や、基本方針、整備・運用方法等について、十分に

理解し、主体的に取り組むことが重要である。 

   また、内部統制の取組が形骸化することのないよう、実効性の検証及び改

善を継続的に行うとともに、市民の信用を失墜させる事案が発生することが

ないよう、引き続き内部統制の推進を図られたい。 


